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1.  23年1月期の連結業績（平成22年1月21日～平成23年1月20日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年1月期 33,383 △16.1 2,069 164.0 1,688 907.1 855 47.1
22年1月期 39,812 △3.8 784 △65.4 167 △87.5 581 △1.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年1月期 41.26 ― 5.7 6.6 6.2
22年1月期 28.04 ― 4.1 0.9 2.0

（参考） 持分法投資損益 23年1月期  ―百万円 22年1月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年1月期 25,678 15,004 58.4 723.73
22年1月期 23,434 14,145 60.4 682.30

（参考） 自己資本   23年1月期  15,004百万円 22年1月期  14,145百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年1月期 △2,281 337 1,205 2,679
22年1月期 10,236 1,091 △13,733 3,418

2.  配当の状況 

(注)平成24年１月期における中間及び期末配当予想額については未定であります。 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年1月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―

23年1月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 207 24.2 1.4

24年1月期 
（予想）

― ― ― ― ― ―

3.  24年1月期の連結業績予想（平成23年1月21日～平成24年1月20日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

17,030 96.7 960 74.4 800 73.8 420 87.4 20.26

通期 35,000 104.9 2,160 104.5 1,830 109.0 910 106.9 43.89
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、33ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年1月期 21,025,000株 22年1月期 21,025,000株

② 期末自己株式数 23年1月期  293,227株 22年1月期  293,227株

（参考）個別業績の概要 

1.  23年1月期の個別業績（平成22年1月21日～平成23年1月20日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年1月期 33,103 △8.5 1,962 △12.1 1,678 △27.2 695 190.5
22年1月期 36,166 △3.5 2,231 △1.7 2,304 3.5 239 △84.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年1月期 33.57 ―

22年1月期 11.56 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年1月期 25,671 15,003 58.4 723.72
22年1月期 23,588 14,304 60.6 689.98

（参考） 自己資本 23年1月期  15,003百万円 22年1月期  14,304百万円

2.  24年1月期の個別業績予想（平成23年1月21日～平成24年1月20日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不安定な要素を含んでおります。実際の実績は、業績の
変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。なお、業績予想に関する事項につきましては、４ページの「経営成績に関する分析 次期の見通し」
をご覧ください。 
２．平成24年１月期の中間及び期末配当予想額につきましては、業績を十分見極めた上で、決定次第お知らせいたします。  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

16,900 96.7 940 76.8 770 73.1 410 82.8 19.78

通期 34,750 105.0 2,100 107.3 1,780 106.3 880 127.5 42.45
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①当連結会計年度の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、世界経済の回復や政府による国内景気刺激対策等の効果によ

り、企業収益の改善等景気回復の兆しが見られたものの依然として足踏み状態であり、企業の業況判断

は引き続き慎重さがみられ、厳しい雇用情勢、為替レートの変動など、先行きは不透明な状況が続いて

おります。 

 不動産業界におきましては業界全体は低迷しているものの、各種の政策を背景に中古住宅の流通にお

きましても好調に推移しております。 

 こうした市場環境の中、当社グループは中核事業である中古住宅再生事業を軸に管理体制を強化し積

極的な営業展開を図り、経営資源の効率化、健全な財務状況を確保するため、在庫回転率の向上及び利

益率重視の経営に努めてまいりました。他方、雇用情勢や所得環境の厳しい状況の中、お客様ニーズに

あった低価格帯の住宅を提供すると共に、更なる低価格でより良い商品の開発に努めてまいりました。

 この結果、当社グループの当連結会計年度の売上高は33,383百万円（前年同期比16.1％減）、営業利

益は2,069百万円（前年同期比164.0％増）、経常利益は1,688百万円（前年同期比907.1％増）、当期純

利益は855百万円（前年同期比47.1％増）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

（中古住宅再生事業） 

 当社グループの中核事業であります中古住宅再生事業の販売は引き続き堅調に推移しております。雇

用環境の悪化や個人所得の伸び悩み等から、家計の見直しやお客様の中古住宅に対する認識にも変化が

現れ、「借りる」よりは「買って」住む、「新築」よりは割安な「中古」を購入する需要が増加してお

ります。 

 このような環境の変化に当社は低価格帯の住宅需要を取り込むため、低価格でお値打ち価格の中古住

宅の追求と供給に努めてまいりました。一方で仕入につきましても不動産競売物件が増加するなか、今

後も所得の低下や不透明な状況が続く事を想定して積極的に低価格物件を厳選して仕入れてまいりまし

た。 

 その結果といたしまして、当連結会計年度において戸建住宅の販売戸数は3,112戸(前年同期は3,051

戸で2.0％増)となりました。仕入につきましては、当連結会計年度で3,494戸（前年同期は2,882戸で

21.2％増）となりました。当該仕入の内訳といたしましては、不動産競売市場による仕入戸数は3,132

戸、また、不動産任売市場による仕入戸数は362戸となりました。 

 以上の結果、中古住宅再生事業の売上高は31,265百万円（前年同期比12.3％減）、営業利益は2,527

百万円（前年同期比13.1％減）となりました。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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（収益物件運営事業） 

 収益物件の販売状況は不動産市況の悪化を受けて引き続き厳しい状態が続いており、購入される方は

一部の富裕層に限られております。このような状況下、財務体質の強化を図るため市場動向を見据えな

がら価格改定を行い、早期売却を進めてまいりました。 

 なお、当連結会計年度において、収益性の高い物件を販売用不動産から固定資産へ保有目的の変更を

行い、今後は賃貸事業として展開してまいります。 

 以上の結果、収益物件運営事業の売上高は1,088百万円（前年同期比70.3％減）となり、営業損失は

62百万円（前年同期は2,133百万円の営業損失）となりました。 

  

（その他事業） 

 住宅ローン貸出事業につきましては、雇用環境の悪化や個人消費の低迷など厳しい環境が続くなか、

債務者への現状確認を行い、カウンセリングや借換えの促進を実施してまいりました。また、賃貸事業

につきましても景気悪化による雇用問題等の影響で入居率が減少するなど厳しい状況が続いております

が、家賃価格の改定や契約条件の変更等の施策を行ってまいりました。 

 以上の結果、その他事業の売上高は1,029百万円（前年同期比106.0％増）となり、営業利益182百万

円（前年同期比43.5％減）となりました。  

  

②次期の見通し 

 平成24年１月期（次期）の連結業績予想につきましては、以下の要因を勘案して策定しております。

 中古住宅再生事業につきましては、雇用環境に改善や個人所得の伸びが見られないなか、廉価な中古

住宅の需要はますます増えるものと思われます。このような環境の中、当社の中古住宅再生事業では、

更なる低価格の住宅提供を目指し、リフォーム、企画や商品力を強化して、お客様ニーズを的確に捉え

た厳選な仕入れを行ってまいります。 

 収益物件運営事業につきましては、収益物件の販売は厳しい状況が続くものと考えられます。このよ

うな状況下、収益性の高い物件については長期的に保有する方針とし、販売用不動産から固定資産へと

保有目的の変更を行ったことにより縮小いたしますが、賃貸事業として安定的な家賃収入の確保に努め

てまいります。  

  その他の事業の住宅ローン貸出事業につきましては、財務体制の強化を図るため、引き続き借換え促

進、早期返済に注力していく予定であります。 

 この他、新築住宅事業として、当社の中古住宅再生事業の販売用地を中心に、「中古より安い新築」

を目標に建売の戸建住宅を手掛けております。 

 これにより、次期の連結業績は、売上高35,000百万円（前年同期比4.9％増）、営業利益2,160百万円

（前年同期比4.5％増）、経常利益1,830百万円（前年同期比9.0％増）、当期純利益910百万円（前年同

期比6.9％増）を見込んでおります。 
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①資産・負債及び純資産の状況 

流動資産は、前連結会計年度に比べて6.7％増加し22,105百万円となりました。これは主に、販売強

化目的の仕入による販売用不動産3,289百万円の増加、一方、営業貸付金の借換え促進等による営業貸

付金368百万円の減少、販売強化目的の仕入などによる現金及び預金738百万円の減少、また、当連結会

計年度後半は、特に厳選した仕入を行ったことにより前渡金499百万円が減少したことによるものであ

ります。 

 固定資産は、前連結会計年度に比べて31.4％増加し3,573百万円になりました。これは主に、収益物

件の保有目的変更による有形固定資産943百万円の増加によるものであります。 

 この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて9.6％増加し25,678百万円となりました。 

 流動負債は、前連結会計年度に比べて7.0％増加し9,273百万円となりました。これは主に、短期借入

金352百万円の増加、1年内返済予定の長期借入金277百万円の増加、未払法人税等307百万円の増加の一

方、工事保証引当金119百万円の減少によるものであります。 

 固定負債は、前連結会計年度に比べて125.6％増加し1,400百万円となりました、これは主に長期借入

金635百万円の増加によるものであります。  

 この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて14.9％増加し10,674百万円となりました。 

 純資産合計は、当期純利益の計上等により利益剰余金が増加し、前連結会計年度末に比べて6.1％増

加し15,004百万円となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況  

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べて

738百万円減少し、当連結会計年度末には2,679百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果流出した資金は2,281百万円（前連結会計年度得られた資金10,236百万円）となりま

した。これは販売強化を目的に仕入を行ったことによるたな卸資産4,632百万円の増加、法人税等の支

払額504百万円、一方、前渡金499百万円の減少、営業貸付金366百万円の減少、税金等調整前当期純利

益1,692百万円の計上によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は337百万円（前連結会計年度比69.1％減）となりました。これは定期

預金の払戻による収入200百万円及び有形固定資産の売却による収入116百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は1,205百万円（前連結会計年度流出した資金13,733百万円）となりま

した。これは短期借入金の純増352百万円、長期借入れによる収入6,434百万円、一方、長期借入金の返

済による支出5,520百万円によるものであります。 

(2) 財政状態に関する分析
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  
 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

※いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

※株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

※キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

象としております。 

  

当社グループは株主の皆様への利益還元につきましては経営の重要課題の一つと認識しております。

利益配分に関する基本方針につきましては、当社を取り巻く環境の変化、業績および財務状況等を総合

的に勘案して、柔軟な配当政策を決定して行く所存でおります。 

次に、当期の配当（平成23年１月期）につきましては、これまで蓄積された内部留保資金を主な財源

として、当社の株主の皆様に利益還元を実施したいと存じます。当期の配当につきましては、期末配当

金額を１株当たり10円とさせていただく予定でおります。次期の中間及び期末配当予想額につきまして

は、業績を十分見極めた上で、決定次第お知らせいたします。 

  

以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因になる可能性があると考えられる

主な項目を記載しております。また、当社グループといたしましては、必ずしも事業上のリスクとは考

えていない事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考えられる場合には、投資家に対する

情報開示の観点から積極的に開示しております。 

なお、当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の

対応に努める方針でありますが、投資判断は、以下の事業等のリスクおよび本項以外の記載事項を慎重

に検討した上で行われる必要があると考えます。また、以下の記載は、当社グループの事業もしくは本

株式への投資に関するリスクを完全に網羅するものではありませんので、この点ご留意ください。 

平成19年１月期 平成20年１月期 平成21年１月期 平成22年１月期 平成23年１月期

自己資本比率 18.5 29.5 35.9 60.4 58.4

時価ベースの自己資本比率 33.3 16.2 3.9 24.1 28.3

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率

9.4 1.1 2.6 0.6 △3.4

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ

4.9 21.3 12.6 35.0 △10.8

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク
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①リフォーム協力会社（外部発注先）について 

当社グループの協力会社は地域のリフォーム業者等を中心に、全国的に標準化された工事を実施するた

めに、当社が設定した一定の技術水準を満たした業者を選定しております。当社グループは、仕入れた

不動産物件を協力会社に施工依頼することにより、共存共栄の関係を築いておりますが、今後の事業展

開におきまして協力会社の確保ができなかった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。また、当社グループでは協力会社に対して、技術的アドバイス、施工状況の管理等を行っており

ますが、施工上のトラブルが生じる可能性もあり、このことにより当社の業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

  

②特有の法的規制等に係るものについて 

当社グループの販売に係る仕入については、全国の地方裁判所管轄による競売物件によるものが過半数

を占めております。この競売は民事執行法（注）のもと実施されております。また、競売妨害等に関し

ては刑法により処罰の対象となります。その他、不動産業界においては、事業領域は不動産の開発から

販売・賃貸にまで及び、宅地建物取引業法、建築基準法、都市計画法、廃棄物処理法等の法的規制を受

けております。今後、これらの規制の改廃や新たな法的規制等が設けられる場合には、当社グループの

事業活動が制限を受ける可能性があり、その場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

（注）民事執行法：強制執行、担保権の実行として競売および民法、会社法その他の法律の規定による

換価のための競売について定めた法律。 

  

③中古住宅性能保証について 

当社は中古住宅購入後のアフターサービス体制として平成13年７月より平成16年９月の間に販売した物

件に就いて５年間保証制度を行なっておりました。なお、平成16年10月以降のアフターサービス体制は

宅建業法の規定に基づき、２年間の瑕疵担保責任を負っております。この様な事により、販売件数に伴

ってクレーム件数の増加や保証工事の増加が当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。さらに、当

社の販売した住宅に重大な瑕疵があるとされた場合などで、当社の責任によるか否かを問わず、また、

実際の瑕疵の有無によらず、根拠のない誤認であった場合でも当社の信用に悪影響を及ぼし、当社の業

績に影響を与える可能性があります。 

  

④人材について 

当社グループが、事業規模の拡大および、競売物件の現地調査からリフォーム発注、販売まで、不動産

関連事業に関わる専門的知識と経験に基づく付加価値の高い事業を構築していくには、優秀な人員の確

保と育成が不可欠となっております。当社グループはこのような認識のもと積極的に優秀な人員を採

用・教育していく方針であります。しかし、高度な専門性や経験等が要求される不動産関連事業におい

て、適切かつ十分な人的・組織的な対応を迅速に行うことができない場合には、当社サービスの競争力

が低下したり、顧客とのトラブルが発生したり、事業の効率化に支障が生じる可能性があります。 
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⑤訴訟について 

平成23年１月20日時点における、当社グループが係争中の訴訟は、瑕疵担保請求など６件（損害賠償請

求額14百万円）あります。現時点で結果を予測することは困難でありますが、何れの結果でありまして

も当社グループの事業展開や経営成績に重大な影響を及ぼすとは考えておりません。当社グループは法

務の専門担当者を配して法的危機管理に対処する体制を整えておりますが、今後も外注や不動産取引に

かかる係争・紛争が起こる可能性もあり、将来かかる係争・紛争が発生した場合は、当社グループの事

業展開や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑥たな卸資産の長期化について 

当社グループは不動産の仕入にあたり、地域による需要予測や近隣環境調査を慎重に行い、お客様ニー

ズを見込んだリフォーム工事企画でリフォーム工事を施して販売しております。しかし、これらの仕入

業務において見込み違いが発生した場合、販売までの在庫期間が長期化する傾向にあります。また、購

入予定のお客様が住宅ローン審査で不調となった場合も資金手当を理由として一旦販売機会を逸失して

しまう結果となり、販売期間が長期化する状況となります。このようにして、中古不動産の性質上、自

然劣化や老朽化等が起きてしまい、商品価値の下落が生じて長期在庫化する可能性が有ります。 

このため、たな卸資産の早期処分販売や会計上の資産評価減処理が必要となり、これによって当社グル

ープの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑦有利子負債の依存度について 

当社グループは、ビジネスモデル上、常に仕入代金の支払いが先行することから、仕入資金の確保は事

業展開を行う上で、重要な課題となっております。当社グループは、資本効率を高めた経営を志向して

おり、適正な規模での借入金の調達に努めておりますが、金融環境が変化した場合には、支払利息の負

担の増加や借入金の調達が困難になるなど、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があ

ります。また、当社グループは、販売用不動産の仕入資金に全額充てることとするシンジケートローン

契約を金融機関と締結しております。当該契約には、財務制限条項等が付され、当該財務制限条項に抵

触した場合は、融資契約上の全ての債務について期限の利益を失うこととなり、当社グループの資金繰

りや業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑧個人情報等の保護について 

当社グループは、人的な営業活動が中心であり、特に営業拠点に関してはIT化を図るものの、いまだ電

話やファックスを中心とした通信手段をとる場合があります。個人情報保護法に従い、情報管理を強化

するとともに個人情報管理の徹底を図っておりますが、不測の事態により当社グループが保有する個人

情報が外部へ流出、漏洩した場合および使用人の退職等により重要な企業情報が外部へ流出、漏洩した

場合には、当社グループの信用を毀損し、経営成績、財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 
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  当社グループは、当社および連結子会社１社（株式会社バリュー・ローン）により構成されておりま

す。 

 当社は不動産競売市場および不動産任売市場から中古住宅を仕入れ、その住宅にリフォームを施し、中古

住宅を再生して販売する「中古住宅再生事業」を主たる業務としております。 

 また、当社は連結子会社の株式会社プロパティーを平成21年10月21日付で吸収合併を行い、不動産競売市

場および不動産任売市場から収益物件を仕入れ、その収益物件の入居率を上昇させ、投資物件として販売す

る「収益物件運営事業」およびその付帯業務としてアパート等の賃貸業務を継承して営んでおります。 

 株式会社バリュー・ローン(資本金130百万円、当社100%出資)は当社が中古住宅を販売するにあたり顧客

へローン融資を行う「貸金事業」を主たる業務としております。 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次の通りであります。 

  

 

2. 企業集団の状況
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当社グループは『お客様に心から満足していただける住宅とサービスを創造し、社会に貢献するとと

もに、人間性豊かな企業として発展する』ために、お客様に対する高品質かつ低価格な中古住宅の提供

を通じて、顧客満足度の一層の向上を追及しております。 

上記を追求するために、次の諸点を経営行動の指針として掲げております。 

（行動規範） 

 品質・信頼をすべてに優先させ、挑戦、革新、創造する。 

（長期経営ビジョン） 

 時代をリードする全国規模での総合建設、不動産の再生、革新等のグローバル企業を目指す。 

（今後の経営方針） 

１．収益基盤の再構築と原点回帰を図る。在庫回転率、利益率、資金効率に重点を置いた経営を心掛け

る。 

２．低価格住宅販売に重点を置く。 

３．徹底的なコストの削減を図る。売上、粗利益に見合ったコストを実現させる。 

４．第二の柱となるべく新規事業を立ち上げ、軌道に乗せる。 

これらの基本方針に則り、株主様をはじめステークホルダーにとって価値ある企業造りに注力する所存

でおります。 

当社グループの経営は資金効率を重視しつつ、利益率の追求を目指しております。その上で売上高総

利益率、売上高経常利益率、たな卸資産回転率等の指標について、高水準の確保を目指すべく努力して

おります。 

当社グループは、旺盛な再生中古住宅への需要を背景に、急速な拡大を遂げて参りました。平成18年

６月に国土交通省が「住生活基本法」を公布施行し、中古住宅の有効利用を重視した方針を打ち出し、

今後は政府レベルで良質な住宅ストックの形成と将来世代への継承に取り組むことを明らかにし、今後

ますます中古住宅市場は活性化していくものと期待されます。こうした背景もありまして、当社グルー

プが有する再生中古住宅への需要は今後も続くものと考えております。首都圏地域を除く日本全国での

中古住宅市場および不動産競売市場において利益確保を図る予定でおります。 

平成16年２月に競売業者として初めて株式上場した当社は、不動産競売市場から仕入れた低価格の住

宅にリフォームを施し、良質廉価な住宅を販売するという独自のビジネスモデルで他社との差別化を図

り、急速な事業拡大を遂げて参りました。今後も永続的に事業発展・社会寄与を遂げるには、お客様の

多様化するニーズを満たすべく、更なる営業販売力および商品力の強化が急務であると考えておりま

す。具体的な策といたしましては、数日間にわたる営業強化セミナーや勉強会等を開催しております。

また、当社グループの最重要課題である販売の強化およびたな卸資産の長期在庫化を防止する策とし

て、熟練した営業担当員の育成や仕入物件の本部一括管理に重点を置き、徹底した仕入管理やリフォー

ム外注管理、在庫管理を行う必要があると認識しております。 

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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また、当社グループは金融と連動している不動産再生の総合企業グループとして、不動産および金融

関連事業に関わる専門的知識を持った優秀な人材の確保と育成が不可欠となっております。また、当社

グループの運営にあたり、法律や関係法令を遵守した体制の整備とそれらの執行状況を管理する内部管

理体制の構築が必要であると認識しております。 

当社では、経営の透明性の向上とコンプライアンス遵守の経営を徹底するため、コーポレート・ガバ

ナンスの充実を図りながら、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制を構築することを重要な施策

と位置付けております。現在、取締役会は取締役７名（うち社外取締役２名）で、迅速な経営判断がで

きるよう少人数で構成されております。取締役会においては、定例取締役会を毎月１回開催し、ここで

会社の重要事項などの決定および事業活動の報告を行っております。また全国の店長以上による営業会

議を毎月１回開催しており、事業の状況把握と情報の共有化を図っております。 

 監査役は計３名で、そのうち１名は常勤監査役として常時執務しており、取締役会に常時出席してい

るほか、社内の重要会議にも積極的に参加しております。また、監査役会は、監査役全員をもって構成

し、法令、定款に従い監査役の監査方針を定めるとともに、各監査役の報告に基づき監査意見を形成し

ております。以上のとおり取締役の職務執行を十分に監視できる体制となっております。監査役と当社

との取引等の利害関係はありません。さらに、当社では会社におけるリスク発生を未然に防ぐための内

部統制システムとして社長直轄の内部監査室を設置し、業務活動の全般に関し、方針・計画・手続の妥

当性や業務実施の有効性、法律、法令の遵守状況等について内部監査を実施しております。今後も業務

の改善に向け、具体的な助言・勧告を積極的に行っていく所存でおります。 

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年１月20日)

当連結会計年度
(平成23年１月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1 3,418 ※1 2,679

売掛金 29 30

販売用不動産 ※1 8,385 ※1, ※3 11,674

仕掛販売用不動産 ※1 3,493 ※1 3,278

貯蔵品 ※3 14 4

前渡金 1,137 638

営業貸付金 ※4 4,018 ※4 3,649

繰延税金資産 413 248

その他 209 365

貸倒引当金 △403 △464

流動資産合計 20,715 22,105

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1, ※3 1,353 ※1, ※3 1,643

減価償却累計額 ※5 △288 ※5 △294

建物及び構築物（純額） 1,065 1,348

土地 ※1, ※3 1,159 ※1, ※3 1,816

その他 156 150

減価償却累計額 △127 △117

その他（純額） 29 32

有形固定資産合計 2,253 3,197

無形固定資産

その他 26 ※3 45

無形固定資産合計 26 45

投資その他の資産

投資有価証券 13 4

長期貸付金 10 10

繰延税金資産 60 213

その他 407 169

貸倒引当金 △54 △68

投資その他の資産合計 438 329

固定資産合計 2,718 3,573

資産合計 23,434 25,678
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年１月20日)

当連結会計年度
(平成23年１月20日)

負債の部

流動負債

買掛金 620 560

短期借入金 ※1 1,042 ※1 1,395

1年内返済予定の長期借入金 ※1 5,283 ※1 5,561

1年内償還予定の社債 60 －

未払金 680 658

未払法人税等 269 576

工事保証引当金 279 159

その他 433 362

流動負債合計 8,668 9,273

固定負債

長期借入金 ※1 189 ※1 824

役員退職慰労引当金 362 530

その他 68 45

固定負債合計 620 1,400

負債合計 9,289 10,674

純資産の部

株主資本

資本金 3,778 3,778

資本剰余金 3,640 3,640

利益剰余金 7,606 8,461

自己株式 △877 △877

株主資本合計 14,148 15,004

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △3 △0

評価・換算差額等合計 △3 △0

純資産合計 14,145 15,004

負債純資産合計 23,434 25,678
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(2)【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

売上高 39,812 33,383

売上原価 ※1 32,888 ※1 25,356

売上総利益 6,924 8,026

販売費及び一般管理費 ※2 6,140 ※2 5,957

営業利益 784 2,069

営業外収益

受取利息及び配当金 6 2

受取手数料 28 27

受取賃貸料 2 －

補助金収入 － 10

貸倒引当金戻入額 6 －

その他 35 10

営業外収益合計 79 52

営業外費用

支払利息 291 211

シンジケートローン手数料 280 185

貸倒引当金繰入額 45 0

その他 79 36

営業外費用合計 696 433

経常利益 167 1,688

特別利益

過年度損益修正益 ※3 － ※3 14

固定資産売却益 ※4 121 ※4 17

受取保険金 13 40

社債償還益 946 －

受取和解金 170 －

工事保証引当金戻入額 － 44

その他 2 10

特別利益合計 1,254 128

特別損失

固定資産売却損 ※5 180 ※5 9

固定資産除却損 ※6 90 ※6 42

減損損失 ※7 49 ※7 44

たな卸資産除却損 － 12

その他 33 15

特別損失合計 354 125

税金等調整前当期純利益 1,067 1,692

法人税、住民税及び事業税 519 826

法人税等調整額 △33 10

法人税等合計 485 837

当期純利益 581 855
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(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,778 3,778

当期末残高 3,778 3,778

資本剰余金

前期末残高 3,640 3,640

当期末残高 3,640 3,640

利益剰余金

前期末残高 7,018 7,606

当期変動額

当期純利益 581 855

連結範囲の変動 7 －

当期変動額合計 588 855

当期末残高 7,606 8,461

自己株式

前期末残高 △877 △877

当期変動額

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 △877 △877

株主資本合計

前期末残高 13,560 14,148

当期変動額

当期純利益 581 855

自己株式の取得 △0 －

連結範囲の変動 7 －

当期変動額合計 588 855

当期末残高 14,148 15,004

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △1 △3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1 3

当期変動額合計 △1 3

当期末残高 △3 △0
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

評価・換算差額等合計

前期末残高 △1 △3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1 3

当期変動額合計 △1 3

当期末残高 △3 △0

純資産合計

前期末残高 13,558 14,145

当期変動額

当期純利益 581 855

自己株式の取得 △0 －

連結範囲の変動 7 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1 3

当期変動額合計 586 858

当期末残高 14,145 15,004
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,067 1,692

減価償却費 118 83

減損損失 49 44

たな卸資産評価損 1,761 332

たな卸資産除却損 － 12

貸倒引当金の増減額（△は減少） 44 74

工事保証引当金の増減額（△は減少） 56 △119

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 88 176

受取利息及び受取配当金 △6 △2

支払利息及び社債利息 291 211

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,969 △4,632

前渡金の増減額（△は増加） △798 499

営業貸付金の増減額（△は増加） 299 366

売上債権の増減額（△は増加） 13 △0

仕入債務の増減額（△は減少） △2 △59

未払金の増減額（△は減少） 21 △21

受取保険金 △13 △40

受取和解金 △170 －

固定資産売却損益（△は益） 58 △8

固定資産除却損 90 42

社債償還益 △946 －

その他の資産の増減額（△は増加） 369 △146

その他の負債の増減額（△は減少） △145 △110

小計 11,218 △1,606

利息及び配当金の受取額 6 2

利息の支払額 △292 △211

和解金の受取額 31 －

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △737 △504

役員退職慰労金の支払額 △4 △11

保険金の受取額 13 47

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,236 △2,281

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 300 200

貸付金の回収による収入 0 0

有形固定資産の取得による支出 △7 △25

無形固定資産の取得による支出 △5 △0

有形固定資産の売却による収入 807 116

有形固定資産の除却による支出 △24 △0

投資有価証券の取得による支出 － △205

投資有価証券の売却による収入 0 213

その他の収入 20 38

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,091 337
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,649 352

長期借入れによる収入 7,200 6,434

長期借入金の返済による支出 △13,333 △5,520

社債の償還による支出 △5,950 △60

自己株式の取得による支出 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,733 1,205

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,405 △738

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △0 －

現金及び現金同等物の期首残高 5,823 3,418

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 3,418 ※1 2,679
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該当事項はありません。 

  

  
 

  

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

１．連結の範囲に関する事項 ①子会社は全て連結しております。 

  連結子会社の数 １社 

  連結子会社の名称 

 株式会社バリュー・ローン

 前連結会計年度において連結子会

社でありました株式会社プロパティ

ーは、平成21年10月21日付で当社が

吸収合併したため、連結の範囲から

除いておりますが、平成21年10月20

日までの損益計算書については連結

しております 

 株式会社バンカーにつきまして

は、平成20年８月20日付で解散し、

当連結会計年度より連結の範囲から

除外しておりましたが、平成21年７

月16日をもって清算結了しておりま

す。

①子会社は全て連結しております。 

  連結子会社の数 １社 

  連結子会社の名称 

 株式会社バリュー・ローン

②非連結子会社の名称 

―――

②非連結子会社の名称

―――

２．持分法の適用に関する事

項

該当する事項はありません。 同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券

 その他有価証券

 (1)時価のあるもの

      連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）によって

おります。

①有価証券

 その他有価証券

 (1)時価のあるもの

同左

 (2)時価のないもの

   移動平均法による原価法によっ

ております。

 (2)時価のないもの

           同左

②デリバティブ 

  時価法を採用しております。

②デリバティブ

同左

③たな卸資産

 (1) 販売用不動産

   個別法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）を採用

しております。

③たな卸資産

 (1) 販売用不動産

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

 (2) 仕掛販売用不動産

   個別法による原価法（貸借対照 

    表価額については収益性の低下に 

    基づく簿価切下げの方法）を採用 

    しております。

 (2) 仕掛販売用不動産

同左

 (3) 貯蔵品

 最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方

法）を採用しております。

 (3) 貯蔵品

同左

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 

①有形固定資産

 定率法

  ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物付属設備を除

く）については、定額法によってお

ります。 

  なお、主な耐用年数は次の通りで

あります。

建物及び構築物 ２～38年

その他 ２～20年

    また、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によってお

ります。  

 

①有形固定資産

 定率法

    ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物付属設備を除

く）については、定額法によってお

ります。 

  なお、主な耐用年数は次の通りで

あります。  

建物及び構築物 ３～38年

その他 ２～20年

    また、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によってお

ります。  

②無形固定資産

 定額法によっております。なお、自

社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。

②無形固定資産

 定額法によっております。なお、自

社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。

 なお、借地権については、契約期間

に基づき定額法によっております。

 (3) 重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

①貸倒引当金

同左

②工事保証引当金

 販売済中古住宅に係わる補修費用の

支出に備えるため、売上高に対する補

修見込額を計上しております。

②工事保証引当金

同左

③役員退職慰労引当金

 当社の役員の退職慰労金の支出に備

えて、役員退職慰労金規程に基づく期

末要支給額を計上しております。

③役員退職慰労引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

 (4) 重要なヘッジ会計の方

法

①ヘッジ会計の方法

 特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについては特例処理を採用しており

ます。

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 借入金の利息

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ヘッジ方針 

 将来の金利上昇リスクをヘッジする

ために変動金利を固定化する目的で、

金利スワップ取引を利用しておりま

す。

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジの有効性評価の方法 

 特例処理によっているため、有効性

の評価を省略しております。

④ヘッジの有効性評価の方法

同左

 (5) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。

 控除対象外消費税等は、当連結会計

年度の費用として処理しております。

消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

  全面時価評価法によっております。 同左

６．のれんの償却に関する事

項

 のれんは当連結会計年度では発生し

ておりません。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。

同左
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

【表示方法の変更】

前連結会計年度

(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当連結会計年度

(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

――― （連結損益計算書）

 前連結会計年度において営業外収益の「その他」に

含めておりました「補助金収入」（前連結会計年度０

百万円）は、営業外収益の10/100を超えたため、当連

結会計年度においては独立掲記しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

 営業キャッシュ・フローの「固定資産売却損益」は

前連結会計年度は「固定資産売却益」及び「固定資産

売却損」として表示しておりましたが、EDINETへの

XBRL導入に伴い、連結財務諸表の比較可能性を向上す

るため、一括掲記しております。

 なお、当連結会計年度の営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「固定資産売却損益」に含まれている

「固定資産売却損」の金額は180百万円であります。

―――

【追加情報】

前連結会計年度

(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当連結会計年度

(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

  当社代表取締役社長（当時）須田忠雄らが平成18年1

月期において、売上高及び営業利益を過大計上したと

の告発状が、平成21年4月6日付で前橋地方検察庁に受

理され捜査が進められておりましたが、平成22年３月

31日(処分日は３月30日付)に、前橋地方検察庁より不

起訴処分の連絡がありました。当社の調査委員会は、

当該事案についての結論を留保しておりましたが、こ

の不起訴処分の結果を受けて調査を再開しておりま

す。なお、当社は調査報告書の提出を受けていないこ

とから、過年度の連結財務諸表に及ぼす影響を確定す

ることができません。

 当社代表取締役社長（当時）須田忠雄らが平成18年

１月期において、売上高及び営業利益を過大計上した

との告発状が、平成21年４月６日付で前橋地方検察庁

に受理され捜査が進められておりましたが、平成22年

３月31日(処分日は３月30日付)に、前橋地方検察庁よ

り不起訴処分の連絡がありました。当社の調査委員会

は、当該事案についての結論を留保しておりました

が、この不起訴処分の結果を受けて調査を再開いたし

ました。 

 その結果、当時代表取締役であった須田忠雄が、合

資会社セイリュウに11億円の融資を行い、当社から不

動産を10億円で購入していたことから、実質的には同

社を経由した当社代表取締役であった須田忠雄との取

引であったことが判明しました。これを受けて、平成

22年11月11日臨時取締役会で当該取引内容を吟味した

結果、上記取引は、上記告発状が示す売上高及び営業

利益の過大計上には該当しないものの「関連当事者と

の取引に係る情報開示に関する監査上の取扱い」（監

査委員会報告第62号）で規定されている「形式的・名

目的に第三者を経由した取引でその実質上の相手先が

明確であるため、実質上の相手先を取引当事者とみな

す場合」に該当し、平成18年１月期における有価証券

報告書上「関連当事者との取引」の注記に関し記載漏

れであるとの結論に至りました。 

 そのため、当社は平成22年11月11日付で関東財務局

に訂正報告書を提出するに至りました。 
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(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成22年１月20日)

当連結会計年度 
(平成23年１月20日)

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の通りであります。

預金 578百万円

販売用不動産 3,966

仕掛販売用不動産 1,026

建物及び構築物 552

土地 832

 計 6,955
 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の通りであります。

預金 271百万円

販売用不動産 61

建物及び構築物 965

土地 1,583

 計 2,880

 

   担保付債務は次の通りであります。

短期借入金 1,042

１年内返済予定の長期借入金 5,241

長期借入金 189

 計 6,473

   なお、当連結会計年度末において、登記留保とし

て提供している担保資産はありません。

 

   担保付債務は次の通りであります。

短期借入金 1,075

１年内返済予定の長期借入金 5,561

長期借入金 824

 計 7,460

   なお、上記の他に短期借入金320百万円、１年内

返済予定の長期借入金5,184百万円、長期借入金700

百万円に対して、販売用不動産7,198百万円、仕掛

販売用不動産1,278百万円を登記留保として提供し

ております。

 

  ２ 貸出コミットメント契約

①シンジケートローン契約

   当社は、平成21年６月３日付で仕入資金の効率的

な調達を行うため取引金融機関２行と貸出コミット

メント契約を締結しております。これらの契約に基

づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

貸出コミットメントの総額 7,200百万円

借入実行額 7,200

差引額 ―

   なお、当該契約に基づく当連結会計年度末の借入
残高は5,184百万円であります。

 

  ２ 貸出コミットメント契約

①シンジケートローン契約

   当社は、平成22年12月28日付で仕入資金の効率的

な調達を行うため取引金融機関１行と貸出コミット

メント契約を締結しております。これらの契約に基

づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

貸出コミットメントの総額 1,000百万円

借入実行額 700

差引額 300

  なお、当該契約に基づく当連結会計年度末の借入
残高は700百万円であります。

※３ たな卸資産の保有目的変更

   連結子会社である株式会社バリュー・ローンの不

動産賃貸業・管理業の目的追加による定款変更に伴

い、保有目的を変更し、貯蔵品から有形固定資産に

241百万円振替えております。

※３ たな卸資産の保有目的変更

   販売用不動産の保有目的変更により、販売用不動

産から有形固定資産の建物及び構築物に435百万

円、土地に750百万円、無形固定資産のその他に29

百万円それぞれ振替えおります。

※４ 営業貸付金の内容

住宅ローン債権 3,895百万円

事業用貸付債権他 122

  計 4,018

※４ 営業貸付金の内容

住宅ローン債権 3,581百万円

事業用貸付債権他 68

  計 3,649

※５ 減価償却累計額 

      減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表 

    示しております。

※５ 減価償却累計額     

同左
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

※１ 売上原価

      販売用不動産及び仕掛販売用不動産は、収益性の

低下による評価減をおこなった後の金額によって計

上しており、当連結会計年度の評価減の総額は、 

1,761百万円であり、売上原価に含まれておりま

す。

※１ 売上原価

      販売用不動産及び仕掛販売用不動産は、収益性の

低下による評価減をおこなった後の金額によって計

上しており、当連結会計年度の評価減の総額は、 

332百万円であり、売上原価に含まれております。

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 136百万円

従業員給与 1,977

賃借料 263

租税公課 472

減価償却費 61

広告宣伝費 1,371

工事保証引当金繰入額 176

役員退職慰労引当金繰入額 89

旅費交通費 197

仲介手数料 275

貸倒引当金繰入額 4
 

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 166百万円

従業員給与 1,895

賃借料 211

租税公課 379

減価償却費 38

広告宣伝費 1,477

役員退職慰労引当金繰入額 176

旅費交通費 169

仲介手数料 176

貸倒引当金繰入額 112

 ３ 過年度損益修正益の内容

―――

※３ 過年度損益修正益の内容

過年度団体加入費の修正 14百万円

※４ 固定資産売却益の内容

建物及び構築物 77百万円

土地 43

 計 121

※４ 固定資産売却益の内容

建物及び構築物 9百万円

土地 8

 計 17

※５ 固定資産売却損の内容

建物及び構築物 91百万円

土地 89

 計 180

※５ 固定資産売却損の内容

建物及び構築物 3百万円

土地 6

 計 9

※６ 固定資産除却損の内容

建物及び構築物 58百万円

その他 32

 計 90

※６ 固定資産除却損の内容

建物及び構築物 34百万円

その他 8

 計 42
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前連結会計年度

(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

 

※７ 減損損失

      当社グループは以下の資産について減損損失を計

上いたし ました。

主な用途 種類 場所

土地 土地 群馬県桐生市

      当社グループは原則として個別の物件ごとにグル

ーピングし、減損損失の検討を行いました。その結

果賃料水準の低迷や継続的な地価の下落等により、

時価又は将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回

ることとなった資産について帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失（49百万円）

として特別損失に計上いたしました。その内訳は、

土地49百万円であります。

      なお、回収可能価額は正味売却価額又は使用価値

により測定しており、正味売却価額の算定方法は、

固定資産税評価額等に一定の調整を行い評価してお

ります。また、使用価値においては、将来キャッシ

ュ・フローを６％で割り引いて算定しております。

 

※７ 減損損失

      当社グループは以下の資産について減損損失を計

上いたしました。

主な用途 種類 場所

店舗 土地及び建物 群馬県前橋市

テナントビル 土地及び建物 群馬県桐生市

戸建 土地及び建物 京都府舞鶴市

戸建 土地及び建物 富山県氷見市

戸建 土地及び建物 三重県一志郡

戸建 土地及び建物 群馬県みどり市

マンション 土地及び建物 群馬県桐生市

マンション 土地及び建物 新潟県新発田市

土地 土地 新潟県柏崎市

土地 土地 栃木県宇都宮市

      当社グループは事業用資産については、キャッシ

ュフローを生み出す最小単位として本店および各店

舗を基本単位にグルーピングを行っております。

また、遊休資産および賃貸等資産につきましては、

個別の物件を最小単位としてグルーピングを行い、

減損損失の検討を行いました。

   その結果、事業用資産については、当連結会計年

度において営業活動から生じる損益が継続してマイ

ナスである店舗、遊休資産および賃貸等資産につい

ては、賃料水準の低迷や継続的な地価の下落等によ

り、時価又は将来キャッシュ・フローが帳簿価額を

下回ることとなった資産について、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（44百

万円）として特別損失に計上いたしました。その内

訳は、建物及び構築物16百万円、土地27百万円であ

ります。

      なお、回収可能価額は正味売却価額又は使用価値

により測定しており、正味売却価額の算定方法は、

固定資産税評価額等に一定の調整を行い評価してお

ります。また、使用価値においては、将来キャッシ

ュ・フローを６％で割り引いて算定しております。
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前連結会計年度(自 平成21年１月21日 至 平成22年１月20日） 

１ 発行済株式に関する事項 

     
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

普通株式の自己株式増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取請求による取得     64株 

  

当連結会計年度(自 平成22年１月21日 至 平成23年１月20日） 

１ 発行済株式に関する事項 

     
２ 自己株式に関する事項 

     
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

該当事項はありません。  
  
 (2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 21,025,000 ― ― 21,025,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 293,163 64 ― 293,227

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 21,025,000 ― ― 21,025,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 293,227 ― ― 293,227

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額 

（百万円）

１株当たり
配当金額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年4月15日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 207 10 平成23年1月20日 平成23年４月18日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年１月20日現在)

現金及び預金勘定 3,418百万円

現金及び現金同等物 3,418

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成23年１月20日現在)

現金及び預金勘定 2,679百万円

現金及び現金同等物 2,679
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前連結会計年度（自平成21年１月21日 至平成22年１月20日） 

 当社及び連結子会社は、中古住宅再生事業、収益物件運営事業並びにその他事業を行っておりま

す。 

  
 

(注) １．事業区分の方法 

  事業内容を勘案して区分しております。 

２．各事業区分に属する主要な内容 

 
３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は591百万円であり、その主なものは

当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,085 百万円であり、その主なものは、当社で

の余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。 

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

中古住宅再生
事業(百万円)

収益物件運営
事業(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

35,652 3,660 499 39,812 ― 39,812

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 0 2 2 (2) ―

計 35,652 3,660 502 39,815 (2) 39,812

営業費用 32,743 5,793 178 38,715 312 39,028

営業利益又は 
営業損失（△）

2,909 △ 2,133 323 1,099 (315) 784

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

資産 13,733 2,971 5,644 22,349 1,085 23,434

減価償却費 51 0 48 101 17 118

減損損失 ― ― 49 49 ― 49

資本的支出 6 ― 4 10 4 15

事業区分 主要な内容

中古住宅再生事業 中古戸建住宅の再生、販売

収益物件運営事業 テナントビル、マンション、アパート等の販売

その他事業 テナントビル等の賃貸、住宅ローンの貸付・回収他
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当連結会計年度（自平成22年１月21日 至平成23年１月20日） 

 当社及び連結子会社は、中古住宅再生事業、収益物件運営事業並びにその他事業を行っておりま

す。 

  
 

(注) １．事業区分の方法 

  事業内容を勘案して区分しております。 

２．各事業区分に属する主要な内容 

 
３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は577百万円であり、その主なものは

当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,073百万円であり、その主なものは、当社で

の余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。 

  

中古住宅再生
事業(百万円)

収益物件運営
事業(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

31,265 1,088 1,029 33,383 ― 33,383

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 31,265 1,088 1,029 33,383 ― 33,383

営業費用 28,738 1,150 846 30,735 577 31,313

営業利益又は 
営業損失（△）

2,527 △62 182 2,647 (577) 2,069

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

資産 17,212 185 7,207 24,605 1,073 25,678

減価償却費 24 ― 46 71 12 83

減損損失 18 ― 25 44 ― 44

資本的支出 18 ― ― 18 7 25

事業区分 主要な内容

中古住宅再生事業 中古戸建住宅の再生、販売

収益物件運営事業 テナントビル、マンション、アパート等の販売

その他事業
新築戸建住宅の販売、テナントビル等の賃貸、住宅ローンの貸

付・回収他
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前連結会計年度（自平成21年１月21日 至平成22年１月20日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、全セグメント資産の金額の合計額

に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自平成22年１月21日 至平成23年１月20日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

  

前連結会計年度（自平成21年１月21日 至平成22年１月20日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成22年１月21日 至平成23年１月20日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成21年１月21日 至平成22年１月20日） 

  該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成22年１月21日 至平成23年１月20日） 

  役員及び主要株主等 
 

(注) １  記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２  取引条件及び取引条件の決定方針等 

  顧問料は、当社顧問（創業者）としての業務内容を勘案し、両者協議の上決定しております。 

  

  

  

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高

(関連当事者情報)

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要株主 須田 忠雄 ― ― 当社顧問
(被所有)
直接33.3％

顧問 顧問料等 20 未払金 2
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(税効果会計関係)

前連結会計年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

  未払事業税 △4百万円

  未払不動産取得税等 35

    貸倒引当金 131

  工事保証引当金 112

  棚卸資産評価損 98

   有形固定資産評価損 8

  役員退職慰労引当金 146

    税務上の繰越欠損金 169

  その他 48

   繰延税金資産小計 747

    評価性引当額 △273

  繰延税金資産合計 473

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

  未払事業税 46百万円

  未払不動産取得税等 33

    貸倒引当金 152

  工事保証引当金 64

  棚卸資産評価損 83

   有形固定資産評価損 6

  役員退職慰労引当金 214

    税務上の繰越欠損金 20

  減損損失 43

  その他 91

   繰延税金資産小計 757

    評価性引当額 △295

  繰延税金資産合計 461

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税率等の負

担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

  法定実効税率 40.4％

   留保金課税額 40.0

    住民税均等割額 8.8

    評価性引当額の増減 4.5

    連結子会社との合併による影響額 △46.3

    その他 △1.9

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.5  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税率等の負

担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

  法定実効税率 40.4％

   留保金課税額 7.0

    住民税均等割額 5.6

    評価性引当額の増減 △3.8

    その他 0.3

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.5
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前連結会計年度（自平成21年１月21日 至平成22年１月20日） 

 当社は、平成21年７月３日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社プロパテ

ィーを吸収合併（以下、「本合併」といいます。）することを決議し、同日付けで同社と合併契約

を締結しました。その後、平成21年９月11日開催の臨時株主総会の承認を経て、平成21年10月21日

付で吸収合併しております。 

１．結合当事企業の名称等 

(1)結合当事企業の名称 

  結合企業   株式会社やすらぎ 

  被結合企業  株式会社プロパティー（当社の連結子会社） 

(2)被結合企業の事業の内容 

  収益物件運営事業 

(3)企業結合の法的形式 

  当社を存続会社とし、株式会社プロパティーを消滅会社とする吸収合併であります。 

(4)結合後企業の名称 

  株式会社やすらぎ 

(5)取引の目的を含む取引の概要 

 本合併は、当社グループの業務効率改善の一環として行うものであります。当社の連結

子会社である株式会社プロパティーは、収益物件運営事業を展開してまいりましたが、金融環

境の変化により収益性の低下が避けられず、同事業を展開する運営効率の悪化を改善するた

め、同社の経営資源を当社へ集約し、業務効率の改善と経費削減、並びに営業力の強化を図る

ためであります。 

２．実施した会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号）に基づき、「共通支配下の取引等」の

会計処理を適用することとなります。したがって、この会計処理が連結財務諸表に与える影響は

ありません。 

  

当連結会計年度（自平成22年１月21日 至平成23年１月20日） 

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係)
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（注）算定上の基礎 

   １．１株当たり当期純利益金額 
 

  

   ２．１株当たり純資産額 
 

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

１株当たり純資産額 682.30円 １株当たり純資産額 723.73円

１株当たり当期純利益 28.04円 １株当たり当期純利益 41.26円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

－
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

－

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

前連結会計年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益（百万円） 581 855

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 581 855

期中平均株式数（株） 20,731,779 20,731,773

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

― ―

前連結会計年度
（平成22年１月20日）

当連結会計年度
（平成23年１月20日）

純資産の部の合計額（百万円） 14,145 15,004

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） ― ―

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 14,145 15,004

期末の普通株式の発行済株式数（株） 21,025,000 21,025,000

期末の普通株式の自己株式数（株） 293,227 293,227

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
（株）

20,731,773 20,731,773
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 金融商品、有価証券、デリバティブ取引、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信に

おける開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。なお、リース取引、退

職給付、ストックオプション等に関する注記事項については、該当事項はありません。 

(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

シンジケートローン契約の締結

 当社は、平成22年３月23日付で、株式会社三井住友銀

行をエージェントとする取引金融機関２行と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。

(1)資金用途

 競売不動産落札資金及び当該不動産のリフォーム資金

(2)コミットメント枠 5,184百万円

(3)コミットメント期間

 平成22年３月26日から平成23年９月20日

(4)基準金利 短期プライムレート

(5)返済条件

 平成23年４月20日から１ヶ月毎元金均等返済

(6)担保提供資産 有

 預金及び所有不動産を担保資産として提供

 ―――

(開示の省略)
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5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年１月20日)

当事業年度
(平成23年１月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1 3,351 ※1 2,661

売掛金 29 29

販売用不動産 ※1 8,385 ※1, ※3 11,674

仕掛販売用不動産 ※1 3,493 ※1 3,278

貯蔵品 14 4

前渡金 1,132 635

前払費用 119 123

繰延税金資産 379 225

関係会社貸付金 36 36

その他 66 220

貸倒引当金 △32 △25

流動資産合計 16,977 18,864

固定資産

有形固定資産

建物 ※1 1,139 ※1, ※3 1,438

減価償却累計額 ※4 △272 ※4 △271

建物（純額） 866 1,167

構築物 23 14

減価償却累計額 △7 △6

構築物（純額） 15 8

車両運搬具 7 6

減価償却累計額 △6 △5

車両運搬具（純額） 0 0

器具備品 147 141

減価償却累計額 △119 △110

器具備品（純額） 27 31

土地 ※1 1,109 ※1, ※6 1,766

有形固定資産合計 2,020 2,973

無形固定資産

ソフトウエア 19 9

電話加入権 6 6

その他 0 ※3 29

無形固定資産合計 26 45

投資その他の資産

投資有価証券 13 4

関係会社株式 240 26

長期預金 200 －

長期貸付金 10 10

関係会社長期貸付金 3,943 3,437

長期前払費用 6 9

繰延税金資産 4 208

敷金及び保証金 87 80

その他 113 78

貸倒引当金 △54 △68

投資その他の資産合計 4,564 3,787

固定資産合計 6,611 6,806

資産合計 23,588 25,671
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年１月20日)

当事業年度
(平成23年１月20日)

負債の部

流動負債

買掛金 620 560

短期借入金 ※1 1,042 ※1 1,395

1年内返済予定の長期借入金 ※1 5,283 ※1 5,561

1年内償還予定の社債 60 －

未払金 679 657

未払法人税等 269 572

未払費用 247 306

前受金 98 42

工事保証引当金 279 159

その他 84 11

流動負債合計 8,664 9,266

固定負債

長期借入金 ※1 189 ※1 824

役員退職慰労引当金 362 530

その他 67 45

固定負債合計 619 1,400

負債合計 9,283 10,667

純資産の部

株主資本

資本金 3,778 3,778

資本剰余金

資本準備金 3,640 3,640

資本剰余金合計 3,640 3,640

利益剰余金

利益準備金 22 22

その他利益剰余金

別途積立金 152 152

繰越利益剰余金 7,590 8,286

利益剰余金合計 7,765 8,461

自己株式 △877 △877

株主資本合計 14,308 15,004

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △3 △0

評価・換算差額等合計 △3 △0

純資産合計 14,304 15,003

負債純資産合計 23,588 25,671
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(2)【損益計算書】

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当事業年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

売上高 36,166 33,103

売上原価 ※1 28,040 ※1 25,322

売上総利益 8,125 7,781

販売費及び一般管理費

役員報酬 132 165

従業員給料 1,942 1,888

法定福利費 － 298

減価償却費 60 38

租税公課 460 376

役員退職慰労引当金繰入額 89 176

工事保証引当金繰入額 176 －

貸倒引当金繰入額 － 7

賃借料 260 208

広告宣伝費 1,361 1,477

旅費交通費 188 167

仲介手数料 198 176

その他 1,023 838

販売費及び一般管理費合計 5,894 5,818

営業利益 2,231 1,962

営業外収益

受取利息及び配当金 ※2 599 ※2 99

受取手数料 28 27

受取保証料 ※2 8 －

貸倒引当金戻入額 6 －

その他 24 20

営業外収益合計 667 148

営業外費用

支払利息 266 211

社債利息 2 0

シンジケートローン手数料 280 185

その他 45 36

営業外費用合計 594 433

経常利益 2,304 1,678

株式会社やすらぎ（8919）　平成23年１月期　決算短信

－　37　－



(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当事業年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

特別利益

過年度損益修正益 － ※3 14

固定資産売却益 ※4 118 ※4 17

受取保険金 11 40

社債償還益 946 －

工事保証引当金戻入額 － 44

貸倒引当金戻入額 3 －

その他 1 10

特別利益合計 1,082 127

特別損失

固定資産売却損 ※5 175 ※5 9

固定資産除却損 ※6 90 ※6 42

減損損失 ※7 49 ※7 44

関係会社株式評価損 96 214

抱合せ株式消滅差損 2,270 －

合併に伴う未実現損益修正額 87 －

その他 24 28

特別損失合計 2,794 339

税引前当期純利益 592 1,466

法人税、住民税及び事業税 518 823

法人税等調整額 △165 △52

法人税等合計 352 770

当期純利益 239 695
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(注) １．実際原価による個別原価計算によっております。 

※２．当社の連結子会社であった株式会社プロパティーを平成21年10月21日付で吸収合併したことによるものであ

ります。 

※３．前事業年度における他勘定振替高は、販売用不動産０百万円の寄付によるものであります。 

当事業年度における他勘定振替高は、販売用不動産から有形固定資産の建物及び構築物、土地及び無形固定

資産のその他へ振替1,215百万円、火災による販売用不動産の除却等13百万円によるものであります。  

  

【売上原価明細書】

前事業年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当事業年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

当期販売用不動産仕入高 15,479 70.8 21,751 73.4

リフォーム工事外注費 4,785 21.9 5,635 19.0

その他経費 1,585 7.3 2,238 7.6

当期販売用不動産費用 21,850 100.0 29,625 100.0

期首仕掛販売用不動産棚卸高 2,718 3,493

小計 24,568 33,119

期末仕掛販売用不動産棚卸高 3,493 3,278

差引 21,074 29,840

期首販売用不動産棚卸高 11,575 8,385

合併による販売用不動産受入高 ※２ 3,775 ―

小計 36,425 38,226

期末販売用不動産棚卸高 8,385 11,674

他勘定振替高 ※３ 0 1,229

差引当期売上原価 28,040 25,322
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(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当事業年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,778 3,778

当期末残高 3,778 3,778

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,640 3,640

当期末残高 3,640 3,640

資本剰余金合計

前期末残高 3,640 3,640

当期末残高 3,640 3,640

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 22 22

当期末残高 22 22

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 152 152

当期末残高 152 152

繰越利益剰余金

前期末残高 7,351 7,590

当期変動額

当期純利益 239 695

当期変動額合計 239 695

当期末残高 7,590 8,286

利益剰余金合計

前期末残高 7,526 7,765

当期変動額

当期純利益 239 695

当期変動額合計 239 695

当期末残高 7,765 8,461

自己株式

前期末残高 △877 △877

当期変動額

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 △877 △877

株主資本合計

前期末残高 14,068 14,308

当期変動額

当期純利益 239 695

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 239 695

当期末残高 14,308 15,004
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当事業年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △1 △3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1 3

当期変動額合計 △1 3

当期末残高 △3 △0

評価・換算差額等合計

前期末残高 △1 △3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1 3

当期変動額合計 △1 3

当期末残高 △3 △0

純資産合計

前期末残高 14,066 14,304

当期変動額

当期純利益 239 695

自己株式の取得 △0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1 3

当期変動額合計 237 699

当期末残高 14,304 15,003
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該当事項はありません。 

  

  
 

  

(4)【継続企業の前提に関する注記】

(5)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当事業年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関係会社株式

    移動平均法による原価法によって

おります。

(1) 子会社株式及び関係会社株式

同左

(2) その他有価証券

  ①時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均

法により算定）によっております。

(2) その他有価証券

 ①時価のあるもの

同左

 ②時価のないもの

  移動平均法による原価法によって

おります。

 ②時価のないもの

同左

 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

 時価法を採用しております。 同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）販売用不動産

  個別法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）を採用してお

ります。

(1）販売用不動産

同左

(2）仕掛販売用不動産

  個別法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）を採用してお

ります。

(2）仕掛販売用不動産

同左

(3）貯蔵品

  最終仕入原価法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）を採

用しております。

(3）貯蔵品

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

  定率法

    ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物付属設備を除

く）については、定額法によってお

ります。

  なお、主な耐用年数は次の通りで

あります。

    建物      ・・・ ２～38年
   構築物   ・・・ 10～20年  
   車両運搬具・・・ ２～６年
   器具備品 ・・・ ２～20年

  また、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によってお

ります。

(1）有形固定資産

  定率法

    ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物付属設備を除

く）については、定額法によってお

ります。

  なお、主な耐用年数は次の通りで

あります。

    建物      ・・・ ３～38年

  構築物    ・・・ 10～20年  
  車両運搬具・・・ ２～６年
  器具備品 ・・・ ２～20年

  また、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によってお

ります。
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項目
前事業年度

(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当事業年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

(2）無形固定資産

  定額法によっております。なお、

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく、定額法によっており

ます。

(2）無形固定資産

  定額法によっております。なお、

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく、定額法によっており

ます。

  なお、借地権については、契約期

間に基づく定額法によっておりま

す。

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1）貸倒引当金

同左

(2）工事保証引当金

  販売済中古住宅に係わる補修費用

の支出に備えるため、売上高に対す

る補修見込額を計上しております。

(2）工事保証引当金

同左

(3）役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支出に備え

て、役員退職慰労金規程に基づく期

末要支給額を計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

同左

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

  特例処理の要件を満たす金利スワ

ップについては特例処理を採用して

おります。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 金利スワップ 

   ヘッジ対象 借入金の利息

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3）ヘッジ方針

  将来の金利上昇リスクをヘッジす

るために変動金利を固定化する目的

で、金利スワップ取引を利用してお

ります。

(3）ヘッジ方針

同左

(4）ヘッジの有効性評価の方法

  特例処理によっているため、有効

性の評価を省略しております。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

同左

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっており、控除対象外消

費税及び地方消費税は、当事業年度の

費用として処理しております。

消費税等の会計処理

同左
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(6)【重要な会計方針の変更】

【表示方法の変更】

前事業年度

(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当事業年度

(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

――― （損益計算書）

 前事業年度において販売費及び一般管理費の「その

他」に含めておりました「法定福利費」（前事業年度

242百万円）は、販売費及び一般管理費の５/100を超え

たため、当事業年度においては独立掲記しておりま

す。

【追加情報】

前事業年度

(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当事業年度

(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

  当社代表取締役社長（当時）須田忠雄らが平成18年1

月期において、売上高及び営業利益を過大計上したと

の告発状が、平成21年4月6日付で前橋地方検察庁に受

理され捜査が進められておりましたが、平成22年３月

31日(処分日は３月30日付)に、前橋地方検察庁より不

起訴処分の連絡がありました。当社の調査委員会は、

当該事案についての結論を留保しておりましたが、こ

の不起訴処分の結果を受けて調査を再開しておりま

す。なお、当社は調査報告書の提出を受けていないこ

とから、過年度の財務諸表に及ぼす影響を確定するこ

とができません。

 当社代表取締役社長（当時）須田忠雄らが平成18年

１月期において、売上高及び営業利益を過大計上した

との告発状が、平成21年４月６日付で前橋地方検察庁

に受理され捜査が進められておりましたが、平成22年

３月31日(処分日は３月30日付)に、前橋地方検察庁よ

り不起訴処分の連絡がありました。当社の調査委員会

は、当該事案についての結論を留保しておりました

が、この不起訴処分の結果を受けて調査を再開いたし

ました。 

 その結果、当時代表取締役であった須田忠雄が、合

資会社セイリュウに11億円の融資を行い、当社から不

動産を10億円で購入していたことから、実質的には同

社を経由した当社代表取締役であった須田忠雄との取

引であったことが判明しました。これを受けて、平成

22年11月11日臨時取締役会で当該取引内容を吟味した

結果、上記取引は、上記告発状が示す売上高及び営業

利益の過大計上には該当しないものの「関連当事者と

の取引に係る情報開示に関する監査上の取扱い」（監

査委員会報告第62号）で規定されている「形式的・名

目的に第三者を経由した取引でその実質上の相手先が

明確であるため、実質上の相手先を取引当事者とみな

す場合」に該当し、平成18年１月期における有価証券

報告書上「関連当事者との取引」の注記に関し記載漏

れであるとの結論に至りました。 

 そのため、当社は平成22年11月11日付で関東財務局

に訂正報告書を提出するに至りました。
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(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
（平成22年１月20日）

当事業年度 
（平成23年１月20日）

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の通りであります。

預金 578百万円

販売用不動産 3,966

仕掛販売用不動産 1,026

建物 552

土地 832

 計 6,955
 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の通りであります。

預金 271百万円

販売用不動産 61

建物 965

土地 1,583

 計 2,880

 

   担保付債務は次の通りであります。

短期借入金 1,042

１年内返済予定の長期借入金 5,241

長期借入金 189

 計 6,473

 なお、当事業年度末において、登記留保として

提供している担保資産はありません。

 

   担保付債務は次の通りであります。

短期借入金 1,075

１年内返済予定の長期借入金 5,561

長期借入金 824

 計 7,460

   なお、上記の他に短期借入金320百万円、１年内

返済予定の長期借入金5,184百万円、長期借入金700

百万円に対して、販売用不動産7,198百万円、仕掛

販売用不動産1,278百万円を登記留保として提供し

ております。

 

 ２ 貸出コミットメント契約

①シンジケートローン契約

   当社は、平成21年６月３日付で仕入資金の効率的

な調達を行うため取引金融機関２行と貸出コミット

メント契約を締結しております。これらの契約に基

づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

貸出コミットメントの総額 7,200百万円

借入実行額 7,200

差引額 ―

   なお、当該契約に基づく当事業年度末の借入残高
は5,184百万円であります。

 

 ２ 貸出コミットメント契約

①シンジケートローン契約

   当社は、平成22年12月28日付で仕入資金の効率的

な調達を行うため取引金融機関１行と貸出コミット

メント契約を締結しております。これらの契約に基

づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

貸出コミットメントの総額 1,000百万円

借入実行額 700

差引額 300

  なお、当該契約に基づく当事業年度末の借入残高
は700百万円であります。

※３ たな卸資産の保有目的変更

―――

※３ たな卸資産の保有目的変更

   販売用不動産の保有目的変更により、販売用不動

産から有形固定資産の建物に435百万円、土地に750

百万円、無形固定資産のその他に29百万円それぞれ

振替えております。

※４ 減価償却累計額

      減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表

示しております。

※４ 減価償却累計額

     同左
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当事業年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

※１ 売上原価

     販売用不動産及び仕掛販売用不動産は、収益性の

低下による評価減をおこなった後の金額によって計

上しており、当事業年度の評価減の総額は、962百

万円であり、売上原価に含まれております。

※１ 売上原価

     販売用不動産及び仕掛販売用不動産は、収益性の

低下による評価減をおこなった後の金額によって計

上しており、当事業年度の評価減の総額は、332百

万円であり、売上原価に含まれております。

※２ 関係会社に対する事項

   各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

受取利息及び受取配当金 593百万円

受取保証料 8
 

※２ 関係会社に対する事項

   各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

受取利息及び受取配当金 96百万円

 ３ 過年度損益修正益の内容

―――
 

※３ 過年度損益修正益の内容

過年度団体加入費の修正 14百万円

※４ 固定資産売却益の内容

建物 76百万円

土地 42

  計 118

※４ 固定資産売却益の内容

建物 9百万円

土地 8

  計 17

※５ 固定資産売却損の内容

建物 90百万円

土地 84

  計 175

※５ 固定資産売却損の内容

建物 3百万円

土地 6

  計 9

※６ 固定資産除却損の内容

建物 49百万円

構築物 9

その他 32

  計 90

※６ 固定資産除却損の内容

建物 29百万円

構築物 5

その他 8

  計 42
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前事業年度

(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当事業年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

 

※７  減損損失

      当社は以下の資産について減損損失を計上いたし

ました。

主な用途 種類 場所

土地 土地 群馬県桐生市

      当社は原則として個別の物件ごとにグルーピング

し、減損損失の検討を行いました。その結果賃料水

準の低迷や継続的な地価の下落等により、時価又は

将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回ることと

なった資産について帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（49百万円）として特

別損失に計上いたしました。その内訳は土地49百万

円であります。

      なお、回収可能価額は正味売却価額又は使用価値

により測定しており、正味売却価額の算定方法は、

固定資産税評価額等に一定の調整を行い評価してお

ります。また、使用価値においては、将来キャッシ

ュ・フローを６％で割り引いて算定しております。

 

※７  減損損失

      当社は以下の資産について減損損失を計上いたし

ました。

主な用途 種類 場所

店舗 土地及び建物 群馬県前橋市

テナントビル 土地及び建物 群馬県桐生市

戸建 土地及び建物 京都府舞鶴市

戸建 土地及び建物 富山県氷見市

戸建 土地及び建物 三重県一志郡

戸建 土地及び建物 群馬県みどり市

マンション 土地及び建物 群馬県桐生市

マンション 土地及び建物 新潟県新発田市

土地 土地 新潟県柏崎市

土地 土地 栃木県宇都宮市

      当社は事業用資産については、キャッシュフロー

を生み出す最小単位として本店および各店舗を基本

単位にグルーピングを行っております。また、遊休

資産および賃貸等資産につきましては、個別の物件

を最小単位としてグルーピングを行い、減損損失の

検討を行いました。

      その結果、事業用資産については、当事業年度に

おいて営業活動から生じる損益が継続してマイナス

である店舗、遊休資産および賃貸等資産について

は、賃料水準の低迷や継続的な地価の下落等によ

り、時価又は将来キャッシュ・フローが帳簿価額を

下回ることとなった資産について、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（44百

万円）として特別損失に計上いたしました。その内

訳は、建物及び構築物16百万円、土地27百万円であ

ります。

      なお、回収可能価額は正味売却価額又は使用価値

により測定しており、正味売却価額の算定方法は、

固定資産税評価額等に一定の調整を行い評価してお

ります。また、使用価値においては、将来キャッシ

ュ・フローを６％で割り引いて算定しております。
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前事業年度(自 平成21年１月21日 至 平成22年１月20日） 

自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取請求に伴う取得       64株 

  

当事業年度(自 平成22年１月21日 至 平成23年１月20日） 

自己株式に関する事項 

   
  

  

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 293,163 64 ― 293,227

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 293,227 － ― 293,227
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前事業年度（自 平成21年１月21日 至 平成22年１月20日） 

（企業結合における共通支配下の取引等関係） 

 当社を存続会社、株式会社プロパティーを消滅会社とする吸収合併を行っております。当該吸収

合併の概要等は、連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しております。 

 なお、本合併により生じました抱合せ株式消滅差損2,270百万円を特別損失に計上しておりま

す。 

  

当事業年度（自 平成22年１月21日 至 平成23年１月20日） 

該当事項はありません。 

  

(税効果会計関係)

前事業年度
(平成22年１月20日)

当事業年度
(平成23年１月20日)

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

    未払事業税 △5百万円

  未払不動産取得税等 35

    貸倒引当金 29

  工事保証引当金 112

  棚卸資産評価損 98

   有形固定資産評価損 8

  関係会社株式評価損 4

  役員退職慰労引当金 146

  税務上の繰越欠損金 124

  その他 42

   繰延税金資産小計 596

    評価性引当額 △212

  繰延税金資産合計 383  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

    未払事業税 46百万円

  未払不動産取得税等 33

    貸倒引当金 30

  工事保証引当金 64

  棚卸資産評価損 81

   有形固定資産評価損 6

  関係会社株式評価損 90

  役員退職慰労引当金 214

  その他 44

   繰延税金資産小計 611

    評価性引当額 △177

  繰延税金資産合計 434

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

  法定実効税率 40.4％

  (調整)

    留保金課税額 72.1

    住民税均等割額 15.7

    評価性引当額の増減 11.4

  連結子会社との合併による影響額 △81.2

    その他 1.0

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 59.4  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

  法定実効税率 40.4％

  (調整)

    留保金課税額 7.8

    住民税均等割額 6.5

    評価性引当額の増減 △2.4

    その他 0.2

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 52.5

    

(企業結合等関係)
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（注）算定上の基礎 

   １．１株当たり当期純利益金額 
  

 
  

   ２．１株当たり純資産額 
 

  

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当事業年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

１株当たり純資産額 689.98円 １株当たり純資産額 723.72円

１株当たり当期純利益 11.56円 １株当たり当期純利益 33.57円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

─
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

―

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

前事業年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当事業年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

１株当たり当期純利益金額

 当期純利益（百万円） 239 695

 普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 239 695

 期中平均株式数（株） 20,731,779 20,731,773

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

― ―

前事業年度
(平成22年1月20日）

当事業年度
(平成23年1月20日）

純資産の部の合計額（百万円） 14,304 15,003

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） ― ―

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 14,304 15,003

期末の普通株式の発行済株式数（株） 21,025,000 21,025,000

期末の普通株式の自己株式数（株） 293,227 293,227

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式数（株） 20,731,773 20,731,773
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自 平成21年１月21日
至 平成22年１月20日)

当事業年度
(自 平成22年１月21日
至 平成23年１月20日)

シンジケートローン契約の締結

 当社は、平成22年３月23日付で、株式会社三井住友銀

行をエージェントとする取引金融機関２行と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。

(1)資金用途

 競売不動産落札資金及び当該不動産のリフォーム資金

(2)コミットメント枠 5,184百万円

(3)コミットメント期間

 平成22年３月26日から平成23年９月20日

(4)基準金利 短期プライムレート

(5)返済条件

 平成23年４月20日から１ヶ月毎元金均等返済

(6)担保提供資産 有

 預金及び所有不動産を担保資産として提供

 ―――
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

6. その他

(1) 役員の異動

(2) その他
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